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１．国際会計基準の変遷

2



ブルーエリアは、ＩＦＲＳを強制または許容している国で、
100ヶ国を超えている。
グレーエリアは、ＩＦＲＳと自国基準との差異の縮小に取り組ん
でいる、もしくはＩＦＲＳ適用への移行途中にある国

・ＩＦＲＳ（国際財務報告基準：International Financial Reporting Standards）とは、ロン
ドンに本部を置く民間の会計基準設定主体であるＩＡＳＢ（国際会計基準審議会：International
Accounting Standards Board）によって定められる会計基準。

・投資家の意思決定に有用な情報提供を目的に開発。
・ＩＦＲＳの主な特徴は「原則主義」、「資産・負債アプローチ」など。
・２００５年からＥＵ域内の上場企業の連結財務諸表に対して強制適用が開始され、現在は１００ヶ

国以上で適用が強制もしくは許容。

（１）ＩＦＲＳの概要

日本基準
細則主義

・詳細に規則化

・数値基準を設定

収益・貹用アプローチ
・１期間に稼いだ純利益を重視

利害関係者全般を意識
・債権者や国なども対象として考慮

・会社法や税法も配慮（ex 減価償却の耐用年数は
税法基準を用いる）

ＩＦＲＳ
原則主義

・原則のみを示し、詳細な規則はない

・企業ごとに原則を解釈・判断し、根拠は注記で
説明

資産・負債アプローチ
・２期間のＢ／Ｓ差額（包拢利益）を重視

投資家を最重視
・株主や企業売買等の投資家に有用な情報を重視

・会社法や税法の制約から独立（ex 減価償却の
耐用年数は企業が独自に見積り）
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（出所）：ＩＡＳＢ（国際会計基準審議会）
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（２）国際会計基準の項目①

ＩＡＳ（国際会計基準）：２９項目

※２０１０年１月１４日時点
※第３号～第６号、第９号、第１３号～第１５号、第２２号、第２５号、

第３０号、第３５号は廃止。
※今後はＩＦＲＳとして公表されるため、増加しない。

ＩＦＲＳ（国際財務報告基準）：９項目

※２０１０年１月１４日時点

号数 タイトル
第1号 財務諸表の表示
第2号 棚卸資産
第7号 キャッシュ・フロー計算書
第8号 会計方針、会計上の見積り変更及び誤謬

第10号 後発事象
第11号 工事契約
第12号 法人所得税
第16号 有形固定資産
第17号 リース
第18号 収益
第19号 従業員給付
第20号 政府補助金の会計処理及び政府補助の開示
第21号 外国為替レート変動の影響
第23号 借入貹用
第24号 関連当事者についての開示
第26号 退職給付制度の会計処理及び報告
第27号 連結及び個別財務諸表
第28号 関連会社に対する投資
第29号 超インフレ経済下における財務報告
第31号 ジョイント・ベンチャーに対する持分
第32号 金融商品：表示
第33号 １株当たり利益
第34号 期中財務報告
第36号 資産の減損
第37号 引当金、偶発債務及び偶発資産
第38号 無形資産
第39号 金融商品：認識及び測定
第40号 投資丌動産
第41号 農業

号数 タイトル
第1号 国際財務報告基準の初度適用
第2号 株式報酬
第3号 企業結合
第4号 保険契約
第5号 売買目的で保有する非流動資産及び廃止事業
第6号 鉱物資源の探査及び評価
第7号 金融商品：開示
第8号 事業セグメント
第9号 金融商品：測定、分類
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（２）国際会計基準の項目②

ＳＩＣ（解釈指針）：１１項目 ＩＦＲＩＣ（国際財務報告解釈指針）：１７項目

※２０１０年１月１４日時点
※第１号～第６号、第８号、第９号、第１１号、第１４号、第１６号～

第２０号、第２２号～第２４号、第２６号、第２８号、第３０号は廃止。
※今後はＩＦＲＩＣとして公表されるため、増加しない。

※２０１０年１月１４日時点
※第３号は廃止。

号数 タイトル
第7号 ユーロの導入
第10号 政府補助－営業活動と個別的な関係が無い場合
第12号 連結－特別目的事業体

第13号
共同支配企業－共同支配投資企業による非貨幣性資産の拠
出

第15号 オペレーティング・リース－インセンティブ
第21号 法人所得税－再評価された非減価償却資産の回収
第25号 法人所得税－企業又は株主の課税上の地位の変化
第27号 法的形態はリースであるものを含む取引の実体の評価
第29号 サービス譲不契約：開示
第31号 収益－宣伝サービスを伴うバーター取引
第32号 無形資産－ウェブサイト貹用

号数 タイトル
第1号 廃棄、原状回復及びそれらに類する既存の負債の変動
第2号 協同組合に対する組合員の持分及び類似の金融商品
第4号 契約にリースが含まれているか否かの判断

第5号
廃棄、原状回復及び環境再生ファンドから生じる持分に対
する権利

第6号 特定市場への参加から生じる負債－電気、電気機器廃棄物

第7号
ＩＡＳ第29号「超インフレ経済下における財務報告」に規
定される修正再表示アプローチの適用

第9号 組込デリバティブの再査定
第10号 期中財務報告と減損
第12号 サービス譲不契約
第13号 カスタマー・ロイヤルティ・プログラム

第14号
ＩＡＳ第19号の解釈指針書－確定給付資産の制限、最低積
立要件並びにそれらの相互関係

第15号 丌動産の建設に関する契約
第16号 在外営業活動体に対する純投資のヘッジ
第17号 非現金資産の株主への分配
第18号 顧客からの資産の移転
第19号 持分金融商品による負債の消滅
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（３）国際会計基準の変遷①

アメリカ、欧州での国際会計基準の歴史的背景

会計基準統一の必要性は、１９２９年の株価暴落がきっかけ。１９２９年１０月２４日、ニューヨーク証券取引
所の株価暴落に始まる世界恐慌時には、会計基準は存在しなかった。企業会計は混沌が中にあったことが、株価
暴落の原因の一つと言われている。

ＡＩＡ（米国公認会計士協会、現ＡＩＣＰＡ）とＮＹＳＥ（ニューヨーク証券取引所）の両委員会の交換書簡で、
ＡＩＡの特別委員会は、初めて「一般に認められた会計原則（Generally Accepted Accounting
Principles）」の用語を使用し、基本的な５つの原則（※１）を明示。

アメリカで「ＳＨＭ会計原則」（※２）が公表。

アメリカで初めて「一般に認められた会計原則（ＧＡＡＰ）」が導入 。

アメリカで会計原則審議会（ＡＰＢ）創設。

１９５３年

１９５９年

１９３８年

１９３４年
アメリカで株式流通に係る投資家保護に関する「証券取引法」が成立。
ＳＥＣ（米国証券取引委員会）は、証券取引法によって設置されたが、会計基準は民間の会計基準設定主体に任
された。

アメリカで株式発行時の投資家保護を規定する「証券法」が成立。１９３３年

１９３２年
～

１９３４年

１９２９年

※１ ①継続性増進のため、一定の会計原則に準拠する。②会計の概要書を作成して証券取引所に提出し、株主の要請に応える。③記載の会計
手続は継続する。④監査人は会計方法が一般に認められた会計原則によっているか株主に報告する。⑤会社は会計原則の権威あるリスト
を作成する

※２ サンダース（Thomas H．Sanders）、ハットフィールド（Henry  R．Hatfield）、ムーア（Underhill Moore）により作成。この
ＳＨＭ会計原則は、昭和２４年に公表されたわが国の企業会計原則に多大な影響を不えた。
ＳＨＭ会計原則の特徴は、①最重要の根本問題として「資本と利益の区別」、②「保守主義の尊重」、③財務諸表の形式と用語について
触れ「財務諸表の明瞭性と包拢性を要請」。



7

（３）国際会計基準の変遷②

アメリカ、欧州での国際会計基準の歴史的背景（続き）

米国財務会計基準審議会（ＦＡＳＢ）と国際会計基準審議会（ＩＡＳＢ）は基準を収斂させることで合意。

欧州連合（ＥＵ）２５カ国のすべての上場会社７千社が、ＩＦＲＳ適用で情報開示を行う。
欧州証券規制当局委員会（ＣＥＳＲ）が、日本等の会計基準に関し、同等性評価を発表。
米国ＳＥＣは、尐なくとも２００９年までにＥＵの企業に「米国基準との差異調整表」を解消すべく国際会計基
準に収斂させることでＥＵと合意。

米国ＳＥＣは、米国上場企業に対し２０１４年をＩＦＲＳ適用日程とする案を公表。
欧州委員会（ＥＣ）が米国、日本、中国、カナダ、韓国およびインドの会計基準をＩＦＲＳに同等と認める。

証券監督者国際機構（ＩＯＳＣＯ）が国際監査基準(ＩＳＡ）を支持を表明。
国際会計基準審議会（ＩＡＳＢ）が「最新版ＩＦＲＳ本文」を私用目的にのみ公開。
国際会計基準審議会（ＩＡＳＢ）が「中小企業のためのＩＦＲＳ（ＩＦＲＳ ｆｏｒ ＳＭＥｓ）」を公表。

２０００年

２００９年

２００８年

２００７年

２００５年

ＥＵが、EU内で使用できる会計基準に関し、第三国に２０１１年１２月までに各国会計基準のＩＦＲＳへのコ
ンバージェンスを求める。
アメリカでＳＥＣに登録している外国会社にＩＦＲＳの適用を認める。

国際会計基準委員会（ＩＡＳＣ）が国際会計基準審議会（ＩＡＳＢ）に組織変更。２００１年

２００２年

欧州委員会は、２００５年までに国際会計基準を域内のすべての上場会社に適用する方針を公表。
証券監督者国際機構（ＩＯＳＣＯ）がメンバー国に国際会計基準の承認決議を採択。

ＩＡＳ第３９号「金融商品：認識と測定」の公表で、証券監督者国際機構（ＩＯＳＣＯ）が求めていたコア・ス
タンダード（核となる基準）が完成。

１９９８年

国際会計基準委員会（ＩＡＳＣ）創設。
アメリカで財務会計基準審議会（ＦＡＳＢ）創設。

１９７３年

国際会計基準委員会（ＩＡＳＣ）がＥ３２「財務諸表の比較可能性」を公表し、既存の国際会計基準（ＩＡＳ）
に存在した会計処理の選択肢の大幅な削除を提案。（コンバージェンスの起点となる）

証券監督者国際機構（ＩＯＳＣＯ）が国際会計基準委員会（ＩＡＳＣ）に諮問グループのメンバーとして参加。１９８７年

１９８９年



2009

Q4

2010

Q1

2010

Q2

2010

Q3

2010

Q4

2011

H1

2011

H2+
備考

退職後給付（年金を含む） ＥＤ ＩＦＲＳ

収益認識 ＥＤ ＩＦＲＳ

リース ＥＤ ＩＦＲＳ

金融商品
（IAS第39

号の置替
え）

分類・測定 ＩＦＲＳ

減損 ＩＦＲＳ

ﾍｯｼﾞ会計 ＥＤ ＩＦＲＳ

財務諸
表の表
示

廃止事業 ＩＦＲＳ

包括利益計算書 ＥＤ ＩＦＲＳ

IAS第1・7号置替 ＥＤ ＩＦＲＳ

負債（IAS第37号改訂） ＥＤ ＩＦＲＳ

経営者による説明 ＣＧ

ＤＰ：ディスカッションペーパー ＥＤ：公開草案 ＩＦＲＳ：国際財務報告基準 ＣＧ：ガイダンスの完成

2009年11月

ＩＡＳＢでは、退職給付の検討を２０１０年第１四半期の公開草案（ＥＤ）公表に向けて
行い、収益認識及びリースの検討を同第２四半期公表に向けて行うなど、急速に、各種改
訂作業を進めている。

主要なIASB作業計画

（４）国際会計基準の今後の検討項目

ＩＡＳＢ（国際会計基準審議会）の作業計画
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２．会計基準の国際的動向
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（１）主要市場における会計基準の状況①

日本、アメリカ、ＥＵの間での関係及び影響

１００以上の国や地域がＩＦＲＳを採用済みか、採用方針を示しており、更に最大の市場
規模を有する米国においても採用に傾きつつある。

（出所）：「企業会計審議会 第２０回監査部会 資料２－３」（金融庁）（２００９年４月）
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（１）主要市場における会計基準の状況②

証券取引所上位２５ヶ国での上場会社・連結財務諸表における国際会計基準の導入状況

（出所）：「国際会計基準が変える企業経営」五十嵐則夫著（２００９年）

主要２５ヶ国において、大半の国が上場会社の連結財務諸表について、ＩＦＲＳを採用も
しくはコンバージェンスを行っている。

順位 国 国際会計基準の導入状況（上場会社：連結財務諸表）
1 アメリカ SECがIFRSのロード・マップ（案）公表（2008年）
2 日本 IFRSロードマップ（中間報告）を公表（2009年）
3 イギリス IFRS採用

4 中国
IFRSは容認されていない。中国会計基準（CAS）はIFRS
と全体としてコンバージェンスされているが、CASと
IFRSとでは差異がある。

5 フランス IFRS採用
6 香港 IFRSの容認
7 インド IFRS採用計画（2011年）
8 カナダ IFRS採用計画（2011年）
9 ドイツ IFRS採用

10 スペイン IFRS採用
11 オーストラリア IFRS採用
12 スイス IFRSまたはUS　GAAP容認
13 韓国 IFRS採用計画（2011年）
14 ブラジル IFRS採用計画（2010年）
15 イタリア IFRS採用
16 オランダ IFRS採用
17 南アフリカ IFRS採用
18 台湾 IFRS採用は否
19 スウェーデン IFRS採用
20 シンガポール IFRS容認（条件付）
21 メキシコ IFRS採用計画（2012年）
22 ベルギー IFRS採用
23 ノルウェー IFRS採用
24 フィンランド IFRS採用
25 マレーシア IFRSとコンバージェンス（2012年）

95%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

世界 上位25ヶ国

世界の証券取引所の時価総額と

主要25ヶ国の株式時価総額の割合
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（２）諸外国の会計制度と国際会計基準への対応①

ドイツ、フランス、イギリス、オーストラリア、アメリカ、韓国

IFRS 国 連結財務諸表 個別財務諸表 税制

IFRS
HGB

（IFRS公表可能）

IFRS or HGB
HGB

（IFRS公表可能）

IFRS PCG

IFRS or PCG PCG

IFRS IFRS or FRS

小規模企業以外
FRS

（IFRSも選択可）
FRS

（IFRSも選択可）

小規模企業
FRSSE

（IFRS、FRSも選択可）
FRSSE

（IFRS、FRSも選択可）

A-IFRS A-IFRS

A-IFRS A-IFRS

US-GAAP
IFRS導入検討中

なし

（US-GAAP） なし

K-GAAP
2011年よりK-IFRS導入

K-GAAP
2011年よりK-IFRS導入

なし
K-GAAP

2011年より
一般企業会計基準

※1　HGB：ドイツ商法典

※2　PCG：プランコンタブルジェネラル（フランス個別会計基準）

※3　AIM：新興企業を対象とした市場（イギリス）

※4　PLUS：小規模企業を対象とした市場（イギリス）

※5　FRS：財務報告基準（イギリス）

※6　FRSSE：小規模事業体に対する財務報告基準（イギリス）

※7　GAAP：一般に認められた会計原則

※8　US-GAAP：非上場企業における連結財務諸表は各州ごとに定められる会社法により異なる（カリフォルニア州においては、US-GAAPを会社法上要求）

※9　一般企業会計基準：現行の韓国企業会計基準を修正・補完した非上場向けの会計基準（韓国）

会計・税制別建て
非上場企業

未
導
入

アメリカ
上場企業

会計・税制別建て

非上場企業

韓国

上場企業

確定決算主義
損金経理要件あり

非上場企業

上場／非上場

導
入
済
み

ドイツ

上場企業
確定決算主義

損金経理要件あり
非上場企業

フランス

EURONEXT上場企業

確定決算主義
損金経理要件あり

EURONEXT以外の上場企業
＋

非上場企業

イギリス

ロンドン証券取引所上場企業（AIMを含む）

会計・税制別建て
PLUS上場企業

＋
非上場企業

オーストラリア
上場企業



○会計基準の適用関係

○ドイツ商法典（ＨＧＢ）
・商法上の個別財務諸表は配当可能金額の算定基準。
・ＩＦＲＳ導入に伴う２００４年会計法改革法（ＢｉｌＲｅｇ）及び２００９年会計法現代化法（ＢｉｌＭｏｇ）の成立後も引き続き商

法に対する伝統的な位置づけは堅持。

○税制
・商法上の個別財務諸表は法人課税上の課税対象所得の算定基準。（確定決算主義）
・いわゆる逆基準性はＢｉｌＭｏｇを通じて廃止＊され、実質的基準性（商法に従う会計処理が税務上の会計処理の基礎。但し、税法上

の別段の定めが優先）に一本化。これは既に税法が同様の文言で容認しているため、税法の視点からは実質的変更を伴わないと考えら
れる。

・ＩＦＲＳ導入に伴うＢｉｌＲｅｇ及びＢｉｌＭｏｇの成立後も引き続き課税所得に対する伝統的な位置づけは堅持。

○自国会計基準のＩＦＲＳへのコンバージェンス
・ドイツ会計基準のＩＦＲＳ導入は、 ＢｉｌＲｅｇ及びＢｉｌＭｏｇを通じて商法改正が行われ、商法の会計基準に関する規則の改訂に

よって実施。
・ＢｉｌＲｅｇを通じて、①上場・連結決算書に対してＩＦＲＳの適用義務づけ、②非上場・連結決算書に対してＩＦＲＳの選択適用、

③個別決算書に対してはＩＦＲＳの情報提供目的のための任意適用を認める等が商法にて規定。個別決算書は、配当測定基礎並びに税
務上の利益測定基礎としての個別決算書の作成義務を保持しながら、情報提供目的という限定的条件の下でＩＦＲＳ準拠が許容。

・ＢｉｌＭｏｇを通じて、①個人商人の帳簿記入等の作成免責、②大、中、小規模の資本会社の区分規模基準を高め決算書作成義務の負
担軽減、③公正価値を「付すべき時価」として定義、④逆基準性の廃止等が商法にて規定された。この目的は、①近代化した会計基礎
を構築（調和化）、②配当測定と税務上の利益算定の基礎であることを堅持し（保守主義）、③ＩＦＲＳとの関係で十分に調整がとれ
（国際化）、コストパフォーマンスの高く簡便な選択肢（規制緩和）を会計法に対して展開することにある。

13

（２）諸外国の会計制度と国際会計基準への対応②（ドイツ）

会社区分
会計基準

税制
連結財務諸表 個別財務諸表

上場企業
（資本市場指向企業）*1

ＩＦＲＳ ＨＧＢ
（ＩＦＲＳは情報開示目的のみ可能）*2 確定決算主義

損金経理要件あり非上場企業
（非資本市場指向企業）

ＩＦＲＳ ｏｒ ＨＧＢ ＨＧＢ
（ＩＦＲＳは情報開示目的のみ可能）

*1 証券取引法第２条１項１文の意味での有価証券を、公設または規制市場で取引するため、ドイツ証券取引所により認可された企業
*2 情報提供目的のためにＩＦＲＳ適用した場合でも、会社法目的及び税法目的のための商法準拠の個別決算書を作成しなければならない

出典：「国際会計（改訂版）、杉本徳栄、２００８年９月」、「会計・監査ジャーナル２００９年８月号、佐藤誠二」等を基に作成

＊ドイツの税法は会計基準に尐なからず影響（逆基準性の原則ＨＧＢ２４７（３））を及ぼしていたが、その代表的な項目である準備金的性質の特別項目、税法上の特別償却、価値回復命令等は、廃止された。
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（２）諸外国の会計制度と国際会計基準への対応③（フランス）

○会計基準の適用関係

○会社法
・本来、上場企業は、フランス商法典・商事会社法の定める連結会計規定に準拠しなければならないが、ＣＲＣ（会計規制委員会）の定

める条件（※）を満たす国際基準の準拠を容認。

○税制（租税一般法：Code general des impots）
・企業は税基準と相容れない場合を除き、ＰＣＧ（フランス自国基準）により規定している定義を重んじなければならない。
・フランス自国基準でも国内資産の減価償却において構成要素アプローチが認められるほか、借入利息の資産計上なども容認。税務当局

もこうした会計処理に合わせた損金計算を認めている。

○自国会計基準のＩＦＲＳへのコンバージェンス
・フランスでは、２００５年からのＩＦＲＳ適用を受け、フランス基準とＩＦＲＳとのコンバージェンスを進めているが、その結果とし

て企業会計と税務との乖離が拡大し、激変緩和措置で対応している状況。
・個別財務諸表へのＩＦＲＳの適用に当たっては、税および会社法との兹ね合い等が大きな問題となっている。特にフランスの税法にお

いては、納税者の間の公平性を重視する傾向があり、税額計算の基礎となる会計基準は全ての企業において同じであるべきという考え
方が強い。

・個別財務諸表は、伝統的なフランス会計基準の考え方を中心に、原価主義の原則、保守主義の考え方を維持しつつ、ＩＦＲＳの要素で
受入可能な部分を取り込んでいく方向。

（※）ＣＲＣの定める条件：当該国際基準がヨーロッパ共同体ならびにＣＲＣの規定によって採択されていること、フランス語に翻訳さ
れていること。

会社区分
会計基準

税制
連結財務諸表 個別財務諸表

ＥＵＲＯＮＥＸＴ上場企業 ＩＦＲＳ ＰＣＧ
確定決算主義

損金経理要件あり
ＥＵＲＯＮＥＸＴ以外の上場企業 ＋ 非上場企業 ＩＦＲＳ ｏｒ ＰＣＧ ＰＣＧ

※売上高、総資産、従業員数のうち２つが一定の基準以下の企業は簡略化した財務諸表の開示が認められている。

出典：「国際会計（改訂版）、杉本徳栄、２００８年９月」、「会計基準の国際化対応に関する調査研究報告書、経済産業省、２００９年３月」等を基に作成
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（２）諸外国の会計制度と国際会計基準への対応④（イギリス）

○会計基準の適用関係

○会社法（ Companies Act ２００６）
・「真実かつ公正な概観（true and fair view）」を会計原則の中心に位置付け。
・財務諸表に関する簡単な規定あり。
・配当可能利益の算出の基礎として、実現主義と資本維持（支払能力）の２つの視点から制約。
・会社法は会計基準に従った処理を行うことが、真実かつ公正な概観の要求に反する場合には、会計基準から離脱することを要求してい

る（会計基準に従わない場合、大企業は説明する必要があるが、中小企業は説明する必要はなし）。

○税制（Finance Act ２００２）
・課税所得は、一般に公正妥当と認められた会計実務に基づく会計を基礎として計算されなければならない。
・税法が課税所得の算定を直接規定しているわけではなく、会計上の一般原則（ＦＲＳやＩＦＲＳ）に基づき発生主義により計算（ただ

し、有形固定資産の評価や減価償却などについては会計と税務で乖離が生じる）。
・損金経理要件が存在せず、会計と税務は分離し、税務計算における調整は複雑。

○自国会計基準のＩＦＲＳへのコンバージェンス
・ＦＲＳをＩＦＲＳにコンバージェンスするプロジェクトあり。上場企業にはＩＦＲＳ、公的説明責任のない企業にはＩＦＲＳ ｆｏｒ

ＳＭＥｓ、小規模企業にはＦＲＳＳＥの適用を検討中。

会社区分
会計基準

税制
連結財務諸表 個別財務諸表

ロンドン証券取引所上場企業（ＡＩＭを含む） ＩＦＲＳ ＩＦＲＳ ｏｒ ＦＲＳ

会計・税制別建て非上場企業
ＰＬＵＳ上場企業

小規模企業以外 ＦＲＳ
（ＩＦＲＳも選択可）

ＦＲＳ
（ＩＦＲＳも選択可）

小規模企業 ＦＲＳＳＥ
（ＩＦＲＳ、ＦＲＳも選択可）

ＦＲＳＳＥ
（ＩＦＲＳ、ＦＲＳも選択可）

※ＡＩＭ（Alternative Investment Market）：新興企業を対象とした市場
ＰＬＵＳ：小規模企業を対象とした市場
ＦＲＳ（Financial Reporting Standards）：財務報告基準（イギリス自国基準）
ＦＲＳＳＥ（Financial Reporting Standards for Small Entities）：小規模企業向け財務報告基準（小規模企業向けイギリス自国基準）
小規模企業は会社法の分類と同じ（売上高5,600,000￡以下、総資産2,800,000￡以下、従業員数50人以下）

出典：「国際会計（改訂版）、杉本徳栄、２００８年９月」等を基に作成
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（２）諸外国の会計制度と国際会計基準への対応⑤（オーストラリア）

○会計基準の適用関係

○会社法
・２００１年会社法（Corporations Act ２００１）（会社法の修正法である会社法経済改革プログラム（ＬＥＲＰＣ）を含む）に会

計規定が設置。
・オーストラリア会計の基本コンセプト（transaction neutral policy）は、企業や団体の形態に関わらず、同種の取引及び事象は、

同様に会計処理されるべきという考え。
・上場企業に限らず、会社法で定義される「reporting entities」※に該当すれば、中小企業も含めてＡ－ＩＦＲＳを使用しなければな

らない。非営利団体や公的機関（例えば政府）もＡ－ＩＦＲＳを使用しなければならない。

○税制
・オーストラリアでは確定決算主義・損金経理要件がなく、税法がＩＦＲＳ採用の障害になることはなかった。従来から税務基準とオー

ストラリア会計基準とがパラレルで存在しており、オーストラリア会計基準がＩＦＲＳに置き換わったに過ぎない。

○自国会計基準のＩＦＲＳへのコンバージェンス
・オーストラリアでは２００２年にＩＦＲＳ導入が決定され、２００５年から強制適用されている。
・オーストラリアにＩＦＲＳを導入した主な理由は、オーストラリア企業の ①国際舞台での競争力の向上、②他の外国企業との比較を確

保、③資本市場からの資金調達をより容易にする為、が考えられる。
・メリットとしては、財務諸表の比較可能性の向上や海外からの資本流入の増大、資金調達コストの低減。デメリットとしては、導入コ

スト（システム関連コスト）などが挙げられている。
・２００９年１２月にコンサルテーション・ペーパーが公表され、将来の非公開企業の開示については３つのオプション①ＡＡＳＢが開

示負担を減らす新基準を作成する、②ＩＦＲＳ ｆｏｒ ＳＭＥｓを適用、③現状通りが示されている。

※個人事業主や小規模企業はnon-reporting entitiesとして対象から除かれている。
原則として、従業員以外の株主が５０名未満である会社のうち、以下の条件のうち２つ以上を満たす場合には、IFRSによる報告義務はない。

・連結売上：２５百万オーストラリア・ドル未満
・連結総資産額：１２．５百万オーストラリア・ドル未満
・従業員：５０人未満

会社区分
会計基準

税制
連結財務諸表 個別財務諸表

上場企業
Ａ－ＩＦＲＳ（強制適用） 会計・税制別建て

非上場企業

※ＡＡＳＢ（オーストラリア会計基準委員会）が会計基準を設定し、ＦＲＣ（財務報告審議会）がその活動を監督。ＡＡＳＢの設置根拠は会社法第３３４条。

出典： 「国際会計（改訂版）、杉本徳栄、２００８年９月」、「国際会計基準（ＩＦＲＳ）に関する豪州調査報告、２００９年
１０月、日本経団連企業会計部会、日本公認会計士協会、財務会計基準機構/企業会計基準委員会」、等を元に作成。
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（２）諸外国の会計制度と国際会計基準への対応⑥（アメリカ）

○会計基準の適用関係

○会社法（ Corporation Act ）
・州ごとに会社法を制定（各州が参考とするモデル会社法として模範事業会社法（Model Business Corporation Act）がある）。
・分配自体は会社（取締役）に大きく任せられており、会社と債権者との契約により配当が決定される。

ただし、模範事業会社法の中で分配規制として、支払丌能禁止（基準債務の返済ができない配当を禁じたもの：①債務の弁済ができな
い状態での配当の禁止、②配当をすることで債務が弁済できなくなる配当の禁止）、剰余金基準（資本金を分配しない基準：①資本金
を損なっている状態での分配を禁止、②資本金を損なうような分配を禁止）、利益剰余金基準（利益剰余金相当を分配可能とする）、
純利益基準（当期の純利益から配当（資本金が減損している状態（いわゆる欠損）でも配当を認める））の４つの基準があり、各州の
会社法では、それらの基準の組み合わせにより配当を規制。

○税制（内国歳入法：Internal Revenue Code）
・「会計方法の総則」として、「課税所得は、納税義務者が帳簿記入を行うに際し規則的に採用している会計方法に従って計算されなけ

ればならない」と規定。
・税法が課税所得の計算を詳細に規定。
・会計との一致要件が極めて限定的であるが存在（例えば、後入先出法）。会計と税制は分離し、税務計算における調整は複雑。

○自国会計基準のＩＦＲＳへのコンバージェンス
・ ２００８年１１月に、ＳＥＣによりアメリカ企業へのＩＦＲＳ適用（アドプション）を視野に入れたロードマップ（案）が発表。

①ＩＦＲＳの内容を持続的に改善すること、②国際会計基準委員会財団（ＩＡＳＣＦ）の独立性とアカウンタビリティを強化すること、
③ＩＦＲＳによる財務報告データを受け入れることのできるＸＢＲＬシステムを向上すること、④アメリカ国内でのＩＦＲＳの教育・
トレーニングを強化すること、の４つの重要な段階の達成度合を２０１１年に見極めた上で、アメリカ国内でＩＦＲＳ導入を支持する
環境が形成されていることを条件として、アメリカ企業に対するＩＦＲＳの適用義務化を検討。

・２０１１年に強制義務化と判断された場合、２０１４年度決算から時価総額に応じて段階的に適用を義務化（株式時価総額＄７億以
上：２０１４年度決算以降、株式時価総額＄７５００万以上：２０１５年度決算以降、その他の企業：２０１６年度決算以降）。

会社区分
会計基準

税制
連結財務諸表 個別財務諸表

上場企業（ＳＥＣ登録会社） ＵＳ－ＧＡＡＰ （ＵＳ－ＧＡＡＰ）
会計・税制別建て

非上場企業 該当なし 該当なし

※非上場企業における連結財務諸表は各州ごとに定められる会社法により異なる（カリフォルニア州においては、ＵＳ－ＧＡＡＰを会社法上要求）

出典：「国際会計（改訂版）、杉本徳栄、２００８年９月」等を基に作成
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（２）諸外国の会計制度と国際会計基準への対応⑦（韓国）

○会計基準の適用関係

○会社法（ 商法）
・財務諸表作成に際して必要な主な計算方法が規定。
・企業会計基準と会計慣行に附合するよう具体的な会計処理に関する規定を削除。貸借対照表と損益計算書の以外の会計書類は施行令で

規定し、会計規範の変化に迅速な対応。
・ 配当は、会社は貸借対照表上の純資産額から次の金額（①資本の額、②その決算期までに積み立てられた資本準備金と利益準備金の合

計額、③その決算期に積み立てなければならない利益準備金の額）を控除した額を限度として利益配当をすることができる。規定に違
反して利益を配当したときは、会社債権者は会社に返還すべきことを請求することができる。

○税制
・公正な会計基準に基づいて作成された決算書から課税所得を算出。
・主な調整項目は、退職給不引当金（税法上の限度額は会計上の金額より小さい）、長期投資資産の評価損。

○自国会計基準のＩＦＲＳへのコンバージェンス
・Ｋ－ＩＦＲＳはＩＦＲＳを翻訳したものであり、実質的にはアダプション。
・現行の韓国企業会計基準ではＩＦＲＳとの相違点は尐なくなっているが、依然として差異は残されている（棚卸資産の後入先出法、退

職給付債務など）。現行の韓国会計基準を修正・補完した非上場企業向けの一般企業会計基準は、国際的な適合性維持を考慮しており、
コンバージェンスする可能性あり。

会社区分

会計基準

税制２００９年～２０１０年 ２０１１年～２０１２年 ２０１３年～

連結財務諸表 個別財務諸表 連結財務諸表 個別財務諸表 連結財務諸表 個別財務諸表

早期適用上場企業 Ｋ－ＩＦＲＳ Ｋ－ＩＦＲＳ Ｋ－ＩＦＲＳ Ｋ－ＩＦＲＳ Ｋ－ＩＦＲＳ Ｋ－ＩＦＲＳ

確定決算主義
損金経理要件あり

上場企業

資産２兆ウォ
ン以上

Ｋ－ＧＡＡＰ Ｋ－ＧＡＡＰ Ｋ－ＩＦＲＳ Ｋ－ＩＦＲＳ Ｋ－ＩＦＲＳ Ｋ－ＩＦＲＳ

資産２兆ウォ
ン未満

Ｋ－ＧＡＡＰ Ｋ－ＧＡＡＰ Ｋ－ＧＡＡＰ Ｋ－ＧＡＡＰ Ｋ－ＩＦＲＳ Ｋ－ＩＦＲＳ

非上場企業 Ｋ－ＧＡＡＰ
一般企業
会計基準

一般企業
会計基準

※Ｋ－ＩＦＲＳ（韓国採択国際会計基準）：ＩＦＲＳをＩＡＳＣＦとの著作権契約に基づき翻訳。
Ｋ－ＧＡＡＰ：現行の韓国企業会計基準
一般企業会計基準：現行の韓国企業会計基準を修正・補完した便覧式の会計基準。Ｋ－ＩＦＲＳを適用しない非上場一般企業の負担を緩和させるための簡略化。

出典：「国際会計（改訂版）、杉本徳栄、２００８年９月」等を基に作成
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概要

（３）ＩＦＲＳ ｆｏｒ ＳＭＥｓ①

２００９年７月にＩＡＳＢ（国際会計基準審議会）は、簡素化された会計基準として、
「ＩＦＲＳ ｆｏｒ ＳＭＥｓ」（中小企業版ＩＦＲＳ）を開発。適用対象企業は「公的
説明責任のない事業体」。「Ｆｕｌｌ ＩＦＲＳ」（完全版ＩＦＲＳ）に比べ、典型的な
中小企業への関連性が低い項目を削除、簡易な選択肢のみの提示、認識及び測定の簡素化
等が行われている。

構成
・Ｆｕｌｌ ＩＦＲＳをベースに作成されているが、独立した基準体系。Ｆｕｌｌ ＩＦＲＳへの参照部分はない（一部の例外を除く）。
・Ｆｕｌｌ ＩＦＲＳの改訂が直接ＩＦＲＳ ｆｏｒ ＳＭＥｓの内容を変更することはない。
・改訂は３年ごとを想定。
・ＩＦＲＩＣに相当する解釈指針も基準本体に記載。
・分量は全体で約３５０頁（基準本体および用語集：約２３０頁、結論の根拠：約５０頁、財務諸表開示例およびチェックリスト：

約６５頁）であり、Ｆｕｌｌ ＩＦＲＳ（全体で約２３００頁）の約１５％。

対象企業
・公的説明責任を有しない事業体（公開市場において負債又は持分金融商品が取引されていない事業体、銀行や保険会社のように受託者

の資栺で資産を保有していない事業体）。
・上場している中小企業はＩＦＲＳ ｆｏｒ ＳＭＥｓの対象ではない。
・親会社がＦｕｌｌ ＩＦＲＳを適用している場合で、子会社に一般への説明責任がない場合にはＩＦＲＳ ｆｏｒ ＳＭＥｓを適用で

きる。
・売上高、総資産、従業員数等の企業規模に関する言及は一切されていない。

利用国
・現在のところ、主要国で自国基準として採用している例はないが、会計基準の維持コストや国際的な信任を考慮して、今後の非上場企

業向け国内基準として採用または適用を許容する国が出てくる可能性がある。

（出所）：会計監査ジャーナル２００９年１１月号「ＩＡＳＢ－ＩＦＲＳ ｆｏｒ ＳＭＥｓ（中小企業向け国際財務報告基準）の概要」



ＩＦＲＳ Ｆｏｒ ＳＭＥｓで削除された項目

・ １株当たり利益
・中間財務報告
・セグメント報告
・売却目的で保有する非流動資産（ＩＦＲＳ ｆｏｒ ＳＭＥｓでは売却目的で保有する非流動資産を区分表示しない）

Ｆｕｌｌ ＩＦＲＳと異なる規定を置く項目

・ 借入貹用
Ｆｕｌｌ ＩＦＲＳでは適栺資産に係る借入貹用の資産化を行うが、ＩＦＲＳ ｆｏｒ ＳＭＥｓではすべて貹用化。

・研究開発貹
Ｆｕｌｌ ＩＦＲＳでは開発貹のうち一定の要件を満たした場合には資産化を行うが、ＩＦＲＳ ｆｏｒ ＳＭＥｓでは全額貹用化。

・政府補助金
ＩＡＳ第２０号「政府補助金の会計処理及び政府援助の開示」による処理（貹用収益対応アプローチ型の処理が規定されている）に代
えて、以下の処理を行う。
補助金に実施条件が課されている場合には、企業がその実施条件を満たしたときに全額収益として計上。
補助金に実施条件が課されていない場合には、企業がその補助金を受入可能となったときに、全額収益として計上。

・投資丌動産
ＩＡＳでは原価モデル、公正価値モデルの選択適用であるが、ＩＦＲＳ ｆｏｒ ＳＭＥｓでは容易に公正価値を測定できる場合を除
き、原価モデルを適用。

Ｆｕｌｌ ＩＦＲＳにおける会計処理の選択肢の削除

・無形資産の再評価モデルを認めない。
・固定資産の再評価モデルを認めない。
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（３）ＩＦＲＳ ｆｏｒ ＳＭＥｓ②

Ｆｕｌｌ ＩＦＲＳとの比較

（出所）：会計監査ジャーナル２００９年１１月号「ＩＡＳＢ－ＩＦＲＳ ｆｏｒ ＳＭＥｓ（中小企業向け国際財務報告基準）の概要」



ＩＦＲＳ Ｆｏｒ ＳＭＥｓで簡素化された認識および測定

・金融商品
金融商品の４つの区分への分類を２区分（償却原価／公正価値）、認識の中止に関する「パススルー」、「継続的関不」の判定基準並
びにヘッジ会計に関する計算が簡略化。

・のれん及び耐用年数を確定できない無形資産
正確に耐用年数が見積もれない場合には、１０年にわたって償却する。また、減損テストはその兆候がある場合にのみ行う。

・関連会社及びジョイントベンチャーに関する関係処理
関連会社：Ｆｕｌｌ ＩＦＲＳでは持分法を適用するが、ＩＦＲＳ ｆｏｒ ＳＭＥｓでは原価モデル又は公正価値モデルを選択可能

（ただし、公的な価栺相場がある場合には公正価値モデルを使用）
ジョイントベンチャー（共同支配企業）：Ｆｕｌｌ ＩＦＲＳでは持分法または比例連結を適用するが、ＩＦＲＳ ｆｏｒ ＳＭＥｓ

では関連会社と同様の方法を適用。

・農業
ＩＦＲＳ ｆｏｒ ＳＭＥｓでは容易に公正価値を測定できる場合を除き、「原価・償却・減損」アプローチとする。

・従業員給付
相当な労力とコストをかけずに情報を入手できる場合には、Ｆｕｌｌ ＩＦＲＳと同様、予測単位積増方式により債務及び貹用を測定。
それ以外の場合には、将来の賃金上昇を考慮しない簡便法を採用。
ＩＦＲＳ ｆｏｒ ＳＭＥｓでは保険数理差損益の認識で「回廊アプローチ」で遅延認識する方法の記載が削除（純利益項目またはそ
の他の包拢利益として一拢認識）。
ＩＦＲＳ ｆｏｒ ＳＭＥｓでは過去勤務貹用は直ちに損益として認識。

・株式報酬
ＩＦＲＳ ｆｏｒ ＳＭＥｓでは持分決済型株式報酬取引について、市場価栺が把握できない場合は経営者の最善の見積もりによる。

・ＩＦＲＳ ｆｏｒ ＳＭＥｓへの移行
Ｆｕｌｌ ＩＦＲＳの初年度適用時には、最低でも１年分のＦｕｌｌ ＩＦＲＳによる比較情報が求められるが、ＩＦＲＳ ｆｏｒ
ＳＭＥｓでは、実行丌可能な場合の適用免除規定がある。

・オペレーティングリース
Ｆｕｌｌ ＩＦＲＳで求められる丌均等リース料の定額処理に関して、例外規定が設けられている。

・耐用年数、残存価栺、及び償却方法の毎年の見直し
Ｆｕｌｌ ＩＦＲＳで求められる毎年の見直しを求めず、重大な変更を示す兆候があった場合にのみ見直す。
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（３）ＩＦＲＳ ｆｏｒ ＳＭＥｓ③

Ｆｕｌｌ ＩＦＲＳとの比較（続き）

（出所）：会計監査ジャーナル２００９年１１月号「ＩＡＳＢ－ＩＦＲＳ ｆｏｒ ＳＭＥｓ（中小企業向け国際財務報告基準）の概要」



３．日本における国際会計基準への対応
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（１）国際会計基準への対応①

コンバージェンスプロジェクト開始以前の対応（戦後～ＩＦＲＳへのコンバージェンスまで）

１９４９年に日本の会計基準の中心となる「企業会計原則」が制定。１９９６年の金融
ビッグバンに伴い、２０００年に会計ビッグバンが行われ、時価会計が導入された。
２００１年には民間の会計基準設定組織としてＡＳＢＪ（企業財務委員会）が創設。
日本の会計基準の国際化は、ＩＦＲＳではなく米国基準をベースとしていた。

戦後の民主化政策の一環として日本の会計基準の中心となる「企業会計原則」が、１９４９年に制定。

１９４８年
我が国の企業会計制度は欧米のそれに比して著しく立ち遅れていることから、企業会計制度対策調査会設置に関
する件が閣議決定（※１）。

１９４９年

２０００年
会計ビッグバン（※３）により、日本の証券取引法の財務諸表を「連結財務諸表」を中心とする制度に変更。
大蔵省が「企業会計基準設定主体のあり方（論点整理）」を公表。

２００１年 ７月に金融庁所管の公益法人として企業会計基準委員会（ＡＳＢＪ）が設立。

※１ 我が国の企業会計制度は欧米のそれに比して著しく立ち遅れているため企業の経理状態及び経営成績を正確に把握することが困難であ
り、企業の経営統計を作ることも妨げられている実情である。外資導入の前提となる経済健全化のための科学的基礎を確立するためには
勿論、企業金融の合理化、投資者の保護、企業課税の適正化等のためにも我が国の企業会計制度は早急に改善されねばならない。
よって速かに企業会計改善のため必要な組織を設立し、各方面の知能、経験を総合結集し企業会計の近代化を図ると共にその前提となる
会計教育の根本的刷新を行い、日本経済の健全化のための科学的基礎を確立することが必要である。

※２ ２００１年までに我が国金融市場がニューヨーク、ロンドン並みの国際金融市場として復権することを目標として、金融システム改革、
いわゆる日本版ビッグバンに取り組む。フリー（市場原理が機能する自由な市場）、フェアー（透明で公正な市場）、グローバル（国際
的で時代を先取りする市場）の３つの原則を掲げた。

※３ 日本の会計制度を、国際的な会計基準に近づけるための一連の会計基準の大きな変更。時価会計の導入と連結重視の決算がその柱。

金融ビッグバン（※２）１９９６年
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（１）国際会計基準への対応②

コンバージェンスの変遷

※１ 「特定第三国の公正なる会計基準の同等性および財務情報の法執行に関する特定第三国のメカニズムの記述に関する技術的助言」
（２００５年７月）

※２ 補完措置には開示A、開示B、補完計算書の３つがある
開示A：定性的な説明を行う（日本では「企業結合」など）
開示B：第三国基準とＩＦＲＳとで認識および測定の基準が異なり、原則として数値による関連項目への影響額の開示が必要になる（日
本では「資産の減損」、「無形資産」など）
補完計算書：特定のＩＦＲＳの規定でプロフォーマ情報を提供するもの（日本では「企業結合」、「連結および個別財務諸表」など）

※３ コンバージェンスの期日
２００８年まで：「短期コンバージェンスプロジェクト」を完了すること（２００５年７月にＣＥＳＲから指摘された２６項目）
２０１１年６月３０日まで：その他の日本会計基準とＩＦＲＳとの差異のコンバージェンス
２０１１年６月３０日以降：２０１１年以降に適用される新会計基準について、積極的に参加しコンバージェンスを考慮する

※４ 同等性判定は、２００８年末の一時点で同等性を判断しているのではなく、将来に向けたコミットをも考慮した「ホーリスティック・
アプローチ」に基づき判断

２００５年にＩＦＲＳコンバージェンスプロジェクト開始。短期コンバージェンス項目は
２００８年に完了。その他の項目については２０１１年までにコンバージェンス予定。

１月にＡＳＢＪ（日本の企業会計基準委員会）とＩＡＳＢ（国際会計基準審議会）との間でコンバージェンス・
プロジェクトを開始。
７月にＣＥＳＲ（欧州証券規制当局委員会）の技術的助言（※１）により日本、アメリカ、カナダは基本的に
ＩＦＲＳと「同等」であると判断。ただし、「補完措置」（※２）という追加開示規定の適用が要求。日本の会
計基準においては、２６項目について国際会計基準とのコンバージェンスが必要となった。

８月にＡＳＢＪとＩＡＳＢにより東京合意「会計基準のコンバージェンスの加速化に向けた取組みへの合意」
（※３）を行った。

１２月にＣＥＳＲが日本の会計基準をＩＦＲＳと同等であると最終決定（※４）。

６月３０日が東京合意における取組みの期限。

２００５年

２００７年

２００８年

２０１１年
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（１）国際会計基準への対応③

日本版ロードマップ

２０１０年
３月期

企業会計審議会（金融庁）が「我が国における国際会計基準の取扱いに関する意見書（中間報告）」を
２００９年６月３０日に公表し、ＩＦＲＳ適用の基本的考え方、適用時期の提示等を行った。

２０１２年

２０１５年
or

２０１６年

２００９年

ＩＦＲＳの国際的な広まり、企業及び市場の競争力強化の観点から、上場企業の連結財務諸表について、
２０１０年３月期からＩＦＲＳを任意適用を認める。

企業会計審議会（金融庁）が「我が国における国際会計基準の取扱いに関する意見書（中
間報告）」において、上場企業の連結財務諸表のＩＦＲＳ適用について方向性を示した。
なお、上場企業の個別財務諸表及び非上場企業のＩＦＲＳ適用については、今後検討（※
１）することとなっている。

ＩＦＲＳ適用に向けた課題（ＩＦＲＳの内容や実務の対応、教育・訓練等）の達成状況や内外の適用状況等を確
認した上で、２０１２年に上場企業の連結財務諸表についてＩＦＲＳの強制適用の可否を判断する。

２０１２年に上場企業の連結財務諸表についてＩＦＲＳの強制適用を行うと判断した場合、３年程度の準備期間
を設け、２０１５年か２０１６年に強制適用とする。

※１ 「我が国における国際会計基準の取扱いに関する意見書（中間報告）」での今後検討事項（上場企業の個別財務諸表、非上場企業への
ＩＦＲＳ適用）

①個別財務諸表の取扱い
連結財務諸表が個別財務諸表をベースに作成されており、連結財務諸表と個別財務諸表とで適用基準が異なれば、企業の財政状態及び経営成
績を表す基礎となる利益計算に違いが生じることになり、財務諸表の利用者の判断を誤らせる恐れがあることや、２つの基準で財務諸表を作
成するコストに鑑み、個別財務諸表についても連結財務諸表との整合性を重視しＩＦＲＳにより作成すべきとの考え方がある。他方、個別財
務諸表は、国際的な比較可能性の面からは、連結財務諸表ほど重視されないこと、前記のとおり会社法・法人税法との関係の整理のための検
討・調整が必要となることなどから、個別財務諸表へのＩＦＲＳの適用には慎重な考え方もある。

②非上場企業への適用
非上場企業は、一般的に、上場企業に比してグローバルな投資の対象になっていないと考えられる。とりわけ、中小・中堅規模企業は
ＩＦＲＳ適用のニーズは低いと考えられ、ＩＦＲＳに基づく財務諸表作成のための体制整備や準備の負担を考えると、非上場企業への
ＩＦＲＳの適用は慎重に検討すべき。
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（１）国際会計基準への対応④

「連結先行」の考え方 企業会計審議会（金融庁）「我が国における国際会計基準の取扱いについて（中間報告）」抜粋

コンバージェンスの推進には、これまでの会計を巡る実務、商慣行、取引先との関係、
さらには会社法との関係及び税務問題など調整を要する様々な問題が存在する。こうした
状況を踏まえ、今後のコンバージェンスを確実にするための実務上の工夫として、連結財
務諸表と個別財務諸表の関係を尐し緩め、連結財務諸表に係る会計基準については、情報
提供機能の強化及び国際的な比較可能性の向上の観点から、我が国固有の商慣行や伝統的
な会計実務に関連の深い個別財務諸表に先行して機動的に改訂する考え方（いわゆる「連
結先行」の考え方）で対応していくことが考えられる。

（出所）：「企業会計審議会 第１５回企画調整部会 資料２」（金融庁）（２００９年１月）
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（１）国際会計基準への対応⑤

国際会計基準・企業会計基準・中小企業の会計に関する指針の関係

日本の企業会計基準の国際会計基準へのコンバージェンスに伴い、企業会計基準の簡易版
の位置付けである中小企業の会計に関する指針においても、国際会計基準へのコンバー
ジェンスによる影響が及んでいる。

①上場企業
（約３９００社）

②金商法開示企業
（約１０００社）

③会社法大会社（①、②以外）

（約１００００社）

④中小企業
（約２５０万社）

中小企業
の会計に
関する
指針

企業会計
基準

国際会計
基準

コンバー
ジェンス

簡 素 化

企業会計基準
から間接的に
コンバージェ
ンスの影響を
受けている
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（２）国際会計基準へのコンバージェンス項目①

短期プロジェクト項目 中期プロジェクト項目（既存の差異関連）

中長期プロジェクト項目（ＭｏＵ関連）

中長期プロジェクト項目（ＭｏＵ関連以外）
保険契約（異常危険準備金）
丌良債権開示（開示が丌十分な場合）

開発貹の資産計上
年金・退職後給付（退職給付債務の割引率を含む）
金融商品（現行基準の置換え）
農業

棚卸資産会計（低価法、後入先出法）
関連会社の会計方針の統一
工事契約（工事進行基準）
廃棄貹用
金融商品の公正価値開示
資産除去債務
投資丌動産
連結の範囲
固定資産の減損テスト（減損の判定）
固定資産の減損会計（減損の戻入）

（尐数株主持分の算定方法）
（外貨建てのれんの換算）
（取得した研究開発の資産計上）

在外子会社の会計基準の統一

ストック・オプション
（貹用化）
（注記）

企業結合

（持分プーリング法）
（交換日）
（負ののれん）
（段階取得）

項目

無形資産
過年度遡及修正
廃止事業

項目
企業結合（のれんの償却）

測定区分
公正価値オプション
保有目的区分
減損処理
複合金融商品の区分
ヘッジ会計

退職給付
リース

金融商品

現行基
準の見
直し

公正価値測定

財務諸表の表示（包拢利益等）
収益認識
負債と資本の区分

項目

連結の範囲
連結の範囲
SPE（特別目的事業体）

１株当たり利益
引当金
保険契約

項目



直近の
公表物

進捗予定
2009年
7-9月

2009年
10-12月

2010年
1-3月

2010年
4-6月

2010年
7-9月

2010年
10-12月

2011年

1.既存の差異に関連するプロジェクト項目
企業結合(ステップ２)
(フェーズ２関連、のれんの償却）

DP DP ED Final

財務諸表の表示（非継続事
業、包拢利益）

DP
ED

DP ED Final

無形資産 DP DP ED Final
過年度遡及修正(会計方針
の変更等)

Final Final

2.ＩＡＳＢ／ＦＡＳＢのＭｏＵに関連するプロジェクト項目
連結の範囲 DP ED Final
財務諸表の表示(フェーズ
B関連)

DP DP ｺﾒﾝﾄ対応 ED

収益認識 DP DP ｺﾒﾝﾄ対応 ED
負債と資本の区分 ｺﾒﾝﾄ対応
金融商品 DP

保有目的区分の変更 ED Final

分類・測定 ｺﾒﾝﾄ対応 ED Final

減損 ｺﾒﾝﾄ対応 ED Final
ヘッジ会計 ｺﾒﾝﾄ対応 ED Final
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ＡＳＢＪ（企業会計基準委員会）では、ＩＡＳＢ（国際会計基準審議会）の議論とも連動
して、本年から来年にかけて順次行われる論点整理公表及び公開草案公表等に対応して、
急速に、各種会計基準改訂の作業を進めている。

（２）国際会計基準へのコンバージェンス項目②

今後のコンバージェンス項目（ＡＳＢＪ作業計画）

（2009年12月25日現在）ＡＳＢＪ作業計画



直近の
公表物

進捗予定

2009年
7-9月

2009年
10-12月

2010年
1-3月

2010年
4-6月

2010年
7-9月

2010年
10-12月

2011年

2.ＩＡＳＢ／ＦＡＳＢのＭｏＵに関連するプロジェクト項目 （続き）

公正価値測定・開示
DP

DP
ｺﾒﾝﾄ対応

ED Final

退職給付 DP

ステップ 1 
ED Final

ステップ 2 
ｺﾒﾝﾄ対応 ED

リース
ｺﾒﾝﾄ対応 ｺﾒﾝﾄ対応 DP/ED

認識の中止 ｺﾒﾝﾄ対応 DP ED/Final

3.ＩＡＳＢ／ＦＡＳＢのＭｏＵ以外のＩＡＳＢでの検討に関連するプロジェクト項目

１株当たり利益* ED Final

引当金 DP DP ED Final

保険 ｺﾒﾝﾄ対応
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ＡＳＢＪ作業計画（続き）

（２）国際会計基準へのコンバージェンス項目③

*：一時休止中。ＩＡＳＢの動向を踏まえ再開予定。

【凡例】
Ｃｏｍｍｅｎｔ： ＩＡＳＢ／ＦＡＳＢのＤＰ・ＥＤに対するコメントの検討・作成
ＤＰ： 論点整理・検討状況の整理（Discussion Paper）
ＥＤ： 公開草案（Exposure Draft）
Ｆｉｎａｌ： 会計基準/適用指針等（最終）



項目 IFRS／IAS（概略） 日本基準（概略）

リース

所有権移転外リースは売買処理で処理。 （ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｪﾝｽ前）所有権移転外リースにおいて、売買処理の例外規定として、賃貸借処理が
可能。

（ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｪﾝｽ後）例外規定（賃貸借処理）を廃止し、所有権移転外リースは原則売買処理。

企
業
結
合

（持分プーリング法）
原則全ての企業結合を取得法（「パー
チェス法」）で処理。

（ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｪﾝｽ前）取得と判定された企業結合は「パーチェス法」で、持分の結合と判定され
た企業結合は「持分プーリング法」で処理。

（ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｪﾝｽ後）「持分プーリング法」を廃止し、「パーチェス法」に一本化。

（交換日）
企業結合の取得対価として株式が交付さ
れる場合、対価の測定は企業結合日に行
う。

（ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｪﾝｽ前）原則、企業結合の条件が合意・公表された日直前の合理的な期間における
市場価栺で取得対価を測定。

（ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｪﾝｽ後）原則、企業結合日における株価（時価）を基礎として測定。

（負ののれん）
公正価値見直し後、一時に利益として認
識。

（ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｪﾝｽ前）原則負ののれんは20年以内の取得の実態に基づいた期間で規則的に償却。
（ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｪﾝｽ後）負ののれんが生じた事業年度に一拢償却し、利益として処理。

（段階取得）

企業結合日に、支配獲得前に保有してい
た持分を再測定し、再測定による影響額
を損益として計上するとともに、再測定
後の金額でのれんを測定。

（ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｪﾝｽ前）個々の取引毎に取得価栺の時価を算定し、それらを合算（再評価なし）。
（ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｪﾝｽ後）企業結合日に、支配獲得前に保有していた持分の取得価額を再測定し、再

測定による影響額を損益として計上。

（尐数株主持分の算定方法）
全面時価評価法。 （ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｪﾝｽ前）全面時価評価法と部分時価評価法の選択制。

（ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｪﾝｽ後）部分時価評価法を廃止し、全面時価評価法に一本化。

（外貨建てのれんの換算）
在外子会社の取得により発生したのれん
を決算日レートで換算。

（ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｪﾝｽ前）外貨建てのれんを取得日レートで換算。
（ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｪﾝｽ後）外貨建てのれんを決算日レートで換算。

棚卸資産会計（低価法、後入先
出法）

棚卸資産の評価基準は原則低価法。なお、
原価配分方法として後入先出法は認めて
いない。

（ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｪﾝｽ前）評価基準は原価法と低価法の選択適用。原価配分方法として後入先出法の
選択が可能。

（ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｪﾝｽ後）評価基準は原則低価法。原価配分方法のうち後入先出法を廃止。

工事契約（工事進行基準）
工事契約の成果を見積もることができる
場合は、進行基準を適用（工事完成基準
は認められない）。

（ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｪﾝｽ前）工事進行基準と工事完成基準の選択適用。
（ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｪﾝｽ後）工事契約に関する成果の確実性が認められる場合は、進行基準を適用。そ

れ以外の場合は、工事完成基準を適用。

資産除去債務
固定資産の取得認識時に、解体、撤去貹
用および敷地の原状回復貹用等の資産除
却債務を負債として見積計上。

（ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｪﾝｽ前）定めなし。
（ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｪﾝｽ後）原則、資産除去債務を取得認識時に負債に計上。減価償却により資金回収

を行う。

（３）過去コンバージェンスした主な項目①

東京合意等を踏まえてコンバージェンスを進めた結果、短期プロジェクト（２６項目）に
ついては、日本基準とIFRSとの差異は縮小傾向にある。

◆過去にコンバージェンスした主な項目
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（３）過去コンバージェンスした主な項目②

棚卸資産（低価法）（２００６年７月改訂）

○日本基準（改正前）：・棚卸資産の評価基準は、当期の損益が、期末時価の変動、又は将来の販売時点に確定する損益によって歪
められてはならないという考えから、原則として原価法、例外的方法として低価法が位置付け。

○日本基準（改正後）：・通常の販売目的で保有する棚卸資産の評価基準は、取得原価をもって貸借対照表価額とし、期末における
正味売却価額が原価よりも下落している場合には、当該正味売却価額をもって、貸借対照表価額とする（低
価法）。

・トレーディング目的で保有する棚卸資産の評価基準は、市場価栺に基づく価額をもって、貸借対照表価額
とする。

・中小企業の会計に関する指針では、棚卸資産の期末における時価が帳簿価額より下落し、かつ、金額的重
要性がある場合には、時価をもって貸借対照表価額とする。

（変更に至った背景）

・ 国際的な会計基準では低価法が原則であるため（コンバージェンスを図るため）。

・ 資産の収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなった場合には、帳簿価額を切り下げる会計処理が広く行われており
（例：固定資産や有価証券の減損処理など）、棚卸資産についても、品質低下や陳腐化が生じた場合に限らず、評価時点におけ
る棚卸資産の時価がその帳簿価額を下回っている時には、収益性が低下していると判断し帳簿価額を切り下げることが妥当であ
るため。

・ 原価法では、棚卸資産の経済的価値が減尐していたとしても、実際に棚卸資産を売却又は廃棄するまで損失の表面化を先送り
にすることが出来たが、収益性の低下を早期に認識し損失を先送りしないという考え方に沿うため。

○改正による影響

・ 従来、原価法で対応していた企業においては、正味売却価額（時価）で算定する事務負担の増加が考えられる。

・ 正味売却価額（時価）で算定した棚卸資産が貸借対照表価額（簿価）を下回っている場合は、原則その差額分を売上原価（製
造原価）に計上する必要があり、利益額の減尐が考えられる。
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（３）過去コンバージェンスした主な項目③

棚卸資産（後入先出法の廃止）（２００８年９月改訂）

○日本基準（改正前）：・棚卸資産の評価方法は、個別法（取得原価の異なる棚卸資産を区別して記録し、その個々の実際原価によっ
て期末棚卸資産の価額を算定する方法）、先入先出法（最も古く取得されたものから順次払出しを行い、期末
棚卸資産は最も新しく取得されたものからなるとみなして期末棚卸資産の価額を算定する方法）、平均原価法
（取得した棚卸資産の平均原価（総平均法又は移動平均法）を算出し、この平均原価によって期末棚卸資産の
価額を算定する方法）、売価還元法（値入率等の類似性に基づく棚卸資産のグループごとの期末の売価合計額
に、原価率を乗じて求めた金額を期末棚卸資産の価額とする方法：取扱品種の極めて多い小売業等で適用）、
後入先出法（最も新しく取得されたものから棚卸資産の払出しを行い、期末棚卸資産は最も古く取得されたも
のからなるとみなして、期末棚卸資産の価額を算定する方法）など一般的に利用されている評価方法が認めら
れる（評価方法は明示されていない）。

・当期の収益に対しては、同一の価栺水準の貹用を計上すべきという考え方から、棚卸資産の仕入価栺水準の
変動時には後入先出法を用いる方が他の評価方法に比べ、棚卸資産の購入から販売までの保有期間における市
況の変動により生じる保有損益を期間損益から排除することができ、より適切な期間損益の計算に資すると考
えられてきた（実際に主として原材料の仕入価栺が市況の変動による影響を受け、この仕入価栺の変動と製品
の販売価栺の関連性が強い業種（例：石油元売り、化学メーカー）に多く選択される傾向にあった）。

・中小企業の会計に関する指針の扱いは、平成22年度検討項目となっている。

○日本基準（改正後）：・棚卸資産の評価方法は、個別法、先入先出法、平均原価法、売価還元法を明示。事業の種類、棚卸資産の種
類、その性質及びその使用方法等を考慮した区分ごとに選択し、継続して適用しなければならない。後入先出
法は廃止。

（変更に至った背景）

・ 国際会計基準（ＩＡＳ第２号）の改正で後入先出法の採用を否認したことを重視するため（コンバージェンスを図るため）。
・ 棚卸資産の受払いが行われた場合に、後入先出法を採用する結果、棚卸資産が過去に購入した時からの価栺変動を反映しない金

額で貸借対照表に繰り越され続けるため、その貸借対照表価額が最近の再調達原価（時価）の水準と大幅に乖離してしまう可能性
があるため。また、特定の時点（受払い時点）で計上されるべき利益を繰り延べることになるため（時価会計の趣旨にそぐわな
い）。

・ 後入先出法の採用企業は尐なく、かつ、近年減尐しているため（上場企業の有価証券報告書（２００６ 年４月期から２００７年
3 月期）のうち、４８社が後入先出法を採用）。

○改正による影響

・ 従来、後入先出法を採用していた企業にとって、別の棚卸評価方法への切り替えに伴う事務負担の増加が考えられる。

・ 原材料の仕入価栺の市況による変動が大きい業種においては、後入先出法の採用時と比較し、財務諸表の損益幅の変動が大きく
なる場合が考えられる。 33



（３）過去コンバージェンスした主な項目④

リース（２００７年３月改訂）

○日本基準（改正前）：・ファイナンスリース取引（①契約の途中解約が丌能で、②物件を所有しているのと同様に、リース物件からもた
らされる経済的利益を享受することができ、かつ、使用に伴って生じるコストを負担することとするリース取引）
は、原則として通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行う。
ただし、ファイナンスリース取引のうち、リース契約上の諸条件に照らしてリース物件の所有権が借手に移転す

ると認められるもの以外の取引（所有権移転外ファイナンスリース取引）については、原則は通常の売買取引に係
る方法に準じて会計処理を行い、例外的に通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行うこともできる。

・オペレーティングリース取引は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行う。
○日本基準（改正後）：・ファイナンスリース取引は通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理（例外処理なし）。通常の売買取引に係

る方法に準じた会計処理により、リース物件とこれに係る債務をリース資産・リース債務として計上。

・所有権移転ファイナンスリース取引に係るリース資産の減価償却貹は、自己所有の固定資産に適用する減価償却
方法と同一の方法により算定。所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産の減価償却貹は、原則とし
てリース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定。

・中小企業の会計に関する指針では、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る借手は、原則通常の売買取引
に係る方法に準じて会計処理を行う。ただし、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行うことができる。

・オペレーティングリース取引は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行う。

（変更に至った背景）

・ コンバージェンスプロジェクトにおいて、リース会計を短期的な検討項目として位置付けており、国際会計基準と平仄が合い、コ
ンバージェンスに寄不するため。

・ レンタルと異なり、使用の有無にかかわらず借手はリース料の支払義務を負いキャッシュ・フローは固定されているため、借手は
債務を計上すべきであり、情報開示の観点から、ファイナンス・リース取引については、借手において資産及び負債を認識する必要
性があるため。

・ 所有権移転外ファイナンスリース取引については、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を例外処理としていたが、現状では大
半の企業において例外処理を採用し、会計基準の趣旨（代替的な処理が認められるのは、異なった経済的実態に異なる会計処理を適
用することで事実をより適切に伝えれる場合）を否定するような特異な状況であったことから、この特異な状況を是正。

○改正による影響：所有権移転外ファイナンスリース取引（例外処理をしていた企業に不え得る影響）

・ 従来、賃貸借取引に準じて処理（リース料として損益計算書にのみ計上）していた企業にとっては、新たに貸借対照表に資産計上
することでリース資産の帳簿管理の負担の増加が考えられる。

・ 貸借対照表にリース債務が計上されることにより、リース債務含む有利子負債の増加（自己資本比率が低下）が考えられる。

・ 損益計算書上への記載については、従来「リース料」一本で処理していたものが、「減価償却貹」と「支払利息」に分割して計上
する必要があり、事務負担の増加が考えられる。 34



（３）過去コンバージェンスした主な項目⑤

工事契約（２００７年１２月改訂）

○日本基準（改正前）：・長期請負工事に関する収益の計上については、工事進行基準（工事契約に関して、工事収益総額、工事原
価総額及び決算日における工事進捗度を合理的に見積もり、これに応じて当期の工事収益及び公示原価を認
識する方法）又は工事完成基準（工事契約に関して、工事が完成し、目的物の引渡しを行った時点で、工事
収益及び工事原価を認識する方法）のいずれかを選択適用。

○日本基準（改正後）：・工事契約に係る認識基準は、工事の進行途上においても、その進捗部分について成果の確実性が認められ
る場合（①工事収益総額、②工事原価総額、③決算日における工事進捗度の各要素を信頼性をもって見積も
ることができる場合）には工事進行基準を適用し（原則）、この要件を満たさない場合には工事完成基準を
適用（例外）。

（変更に至った背景）

・ コンバージェンスプロジェクトにおける短期検討項目であり、国際会計基準は工事進行基準が原則であるため（コンバージェ
ンスを図るため）。

・ 工事進行基準と工事完成基準の選択適用が認められている結果、同様の請負工事契約に関して適用される収益の認識基準が、
企業の選択により異なり、財務諸表間の比較可能性が損なわれる場合があるため。

○改正による影響

・ 工事完成基準を採用していた企業において、工事の進捗部分について成果の確実性が認められる各要素を信頼性をもって見積
もることが難しい場合が想定され、金額や進捗度の算出する事務負担の発生が考えられる。
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（４）今後のＩＦＲＳコンバージェンス検討項目による影響①

財務諸表の表示（包拢利益）（会計基準公表：２０１０年１月～３月）

○日本基準：・貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書の作成を要求。

○ＩＦＲＳ：・財政状態計算書（貸借対照表に相当）、包拢利益計算書（損益計算書に相当）、持分変動計算書（株主資本等変動計
算書に相当）、キャッシュ・フロー計算書（現行では金商法以外では任意）、重要な会計方針の概要及びその他の説明
的注記（現行より詳細な記載が必要）の作成を要求し、さらに当期の財務諸表に加えて最低1年間の比較情報（前期の
財務諸表）の表示が必要。

・包拢利益計算書においては、損益計算書の当期純利益にその他の包拢利益（有価証券の評価差額、為替換算調整、
ヘッジ評価差額などの財政状態計算書の資本部分に直接計上される当期の変動額）を加えた包拢利益を表示。

○想定される影響

・ 市場環境の変動（→有価証券の評価差額等の計上）により企業の業績（包拢利益）が変動。丌況時に企業財務の数値を実態
（期間業績＝純利益）以上に悪化させるケースがあり得る。

・ 相互に株式を持ち合うことで取引関係の強化を図ると同時に安定株主を確保している企業にとって、持ち合い株式の時価評価
の変動が包拢利益に反映され、丌況時の企業業績悪化が増幅されるリスクもあり得ることから、持ち合い株式の解消が進むケー
スがあり得る。 等

収益認識（公開草案：２０１１年）

○日本基準：・収益は商品等の販売又は役務の提供によって実現したものだけを認識（実現主義）。収益認識のタイミングは出荷基
準、引渡基準、検収基準等の商習慣に基づいて判断。

○ＩＦＲＳ：・収益認識を、①物品の販売（物品の所有に伴う重要なリスク及び経済価値を企業が買い手に移転したこと等を要件）、
②役務の提供（収益の額を信頼性をもって測定できること等を要件）、③受取利息、ロイヤルティ収入及び配当等（取
引に関連して発生した経済的便益が企業に流入する可能性が高く，かつ収益の額を信頼性をもって測定できる場合等を
要件）の３つに区分。（現行ＩＡＳ第１８号）

○想定される影響

・ ①物品販売の場合、顧客への出荷段階で実質的に実現の要件を満たしていると判断し、「出荷基準」を採用している会社が多
いが、ＩＦＲＳでは顧客にモノなどの経済価値やリスクが移転した時点（例えば、顧客への着荷時点）で売上高を計上するとさ
れ、「出荷基準」が難しくなるケースがあり得る。

・ ②役務の提供においては、「信頼性をもって測定」について、判定の難しさ、測定する手間が発生するケースがあり得る。等

※③受取利息、ロイヤルティ収入および配当等は、現行の日本基準と大きな相違なし。
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（４）今後のＩＦＲＳコンバージェンス検討項目による影響②

リース（論点整理／公開草案：２０１１年）

○日本基準：・ファイナンスリース取引については、売買取引に準ずるものとして貸借対照表への資産計上を行い、オペレーティン
グリース取引（ファイナンスリース取引以外のもの）については、賃貸借取引に準ずるものとして、リース料を損益計
算書に計上（資産計上しない）。

○ＩＦＲＳ：・現行基準では、日本基準とほぼ同様の処理。新基準として、「すべてのリース取引は将来のリース料支払という負債
と資産（リース資産を使用する権利）を生じ、それらは企業の財政状態計算書で認識するという原則を基礎とするべ
き」として、オペレーティングリース取引とファイナンスリース取引を区別せずに会計処理を行うことを検討。（※２
０１０年４～６月に公開草案、２０１１年に基準公開予定）

○想定される影響：従来のオペレーティングリース取引について

・従来、賃貸借取引に準じていたもの（リース料として損益計算書にのみ計上）を貸借対照表に資産計上することで、リース資産
の帳簿管理の負担が増加するケースがあり得る。

・貸借対照表にリース債務が計上されることにより、リース債務含む有利子負債が増加（自己資本比率が低下）。

・損益計算書上への記載については、従来「リース料」で一本で処理していたものが、「減価償却貹」と「支払利息」に分割して
計上する必要があり、事務負担が増加するケースがあり得る。 等

研究開発貹（会計基準公表：２０１０年１０月～１２月）

○日本基準：・研究開発貹は、研究貹、開発貹ともに発生時に貹用処理。

○ＩＦＲＳ：・研究開発貹は、研究段階、開発段階、製造段階の区分を行い、開発貹については、実用化や販売が見込まれる場合に
は資産計上。資産計上後は、開発の成果が利用可能な時点から耐用年数（利用可能な期間）で償却し、耐用年数が丌明
な場合は毎期減損テスト（資産価値の下落分を認識すれば貸借対照表を減額し、損益計算書に開発貹を計上）を行う。

○想定される影響

・従来は区別されていなかった研究開発貹を、研究貹と開発貹に区別する線引きが困難するケースがあり得る。

・資産計上した開発貹ついて、償却や減損テストなど管理厳栺化による負担が増加するケースがあり得る。

・従来は研究開発貹として貹用計上していたものが、開発貹の一部について資産計上されるため、資産計上した分（＝貹用が減る
分）の利益が増加するケースがあり得る。

・実用化をあきらめた時は、資産計上していた開発貹を貹用として計上することとなるため、一時に損失が発生するケースがあり
得る。 等
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（４）今後のＩＦＲＳコンバージェンス検討項目による影響③

減価償却貹（２０１１年を目途）

○日本基準：・償却方法は定額法、定率法その他の方法に従い、毎期継続して適用し、みだりに変更してはならない。耐用年数・残存価
額は、資産の性質、用途、使用状況等に応じて合理的に決定。

実務上は、法人税法の規定により減価償却を行っている。

○ＩＦＲＳ：・有形固定資産中の重要な構成部分（ex 航空機の場合、日本基準では１機ごとを１つの資産として減価償却を行うが、
ＩＦＲＳでは機体、エンジン、座席等の構成要素に分解してそれぞれを個別の資産として減価償却）については個別に、耐
用年数・残存価額・減価償却方法について企業独自の見積りにより減価償却。耐用年数・残存価額・減価償却方法について
は尐なくとも事業年度ごとに見直す必要がある。

○想定される影響

・企業独自の見積りで定めた耐用年数・残存価額・減価償却方法が、従来の会計実務で使われている税法上の耐用年数と一致しない場
合には、税法上の耐用年数を会計処理に使うことが出来なくなる可能性あり。

→ 個別に耐用年数・残存価額・減価償却方法を定めることにより、償却資産区分の細分化による帳簿管理の複雑化や税法と会計で
異なる処理による複数の帳簿管理が必要となり、事務負担が増加するケースがあり得る。

・企業独自で将来の利用可能期間をどう見込むかという見積りの要素を含む。

→ 将来の見積りの判断が難しいケースが想定され、また、見積りの判断は課税所得に影響する可能性あり。

→ 見積りにより、同一資産であっても利用状況等で異なる耐用年数・残存価額・減価償却方法を設定することになるため、企業の
恣意性が入り込む懸念がある。

・耐用年数・残存価額・減価償却方法を、尐なくとも事業年度ごとに見直すことに伴う事務負担。

→ 見直しの結果変更された場合、見積りの変更として会計処理を行い、帳簿を修正する事務負担も発生するケースがあり得る。等

有給休暇引当金（会計基準公表：２０１１年）

○日本基準：規定なし。

○ＩＦＲＳ：・従業員に対し、有給休暇の権利を不えた時点で貹用として認識（有給休暇は既に提供された労働に対して不えられるもの
であるため）。期末になって有給休暇が消化されずに残っていれば、全体の有給休暇の消化率や人件貹、繰り越した有給休
暇日数を考慮し、有給休暇引当金として貹用（損益計算書）及び負債（貸借対照表）として計上する。

○想定される影響

・ 有給休暇引当金を適用する初年度には、今まで計上していなかった貹用及び負債を一時期に計上することから、導入による貹用及
び負債計上額の金額的影響が大きくなるケースがあり得る（２年目以降は従業員数などの諸条件が大きく変わらなければ、影響は小
さい場合もあり得る）。

・ 有給休暇引当金の金額算定において、全体の有給休暇の消化率、人件貹、繰り越した有給休暇日数等の計算が難しく、算出にあ
たって事務負担が増加するケースがあり得る。 等 38



39

（５）国際会計基準と会社法・税法・金融商品取引法との関係

会社法（配当規制）
・見積りの増加により、未来情報や経営者の恣意性を含み得る財産の評価が増えていくことで、現金

の裏付けが乏しいものが配当として社外流出する可能性がある。

税法（課税所得）
・未実現損益の拡大の可能性がある。
・国際会計基準の変更と税制を調整する必要性が生じる。

金融商品取引法（開示規制）
・情報開示のあり方に影響。
・ＩＦＲＳ導入により、企業における事務負担等の更なる増加
・これまでの細則主義から原則主義への転換が求められることから、更なる企業の説明責任（企業裁

量の増加）の比重が高まる。

国際会計基準は資産・負債の公正価値の考え方を基礎としており、見積りに基づく会計を
多く含んでおり、見積りを含む未実現損益の拡大は、会社法（配当利益）、税法（課税所
得）に影響を及ぼす。また、企業の開示規制についても影響が及ぶ。

国際会計基準が会社法・税法・金融商品取引法に及ぼす影響
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（６）過去コンバージェンスした項目と税制との関係①

リース取引

○会計：
（改訂前）所有権移転外ファイナンスリース取引については、原則は通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を

行い、例外的に通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理も可能。* 等
（改訂後）企業会計基準第１３号（平成１９年３月３０日）において、ファイナンス・リース取引は経済的実態が物

件を売買した場合と同様の状態にあるという認識等の下、所有権移転外ファイナンスリース取引について、
通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理（例外処理なし）。また、中小企業の会計に関する指針では、
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る借手は、原則通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理
を行う。ただし、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行うことができる。 等

○税制：
（改正前）法人税法上において、所有権移転外ファイナンス・リースは賃借料として扱われ損金算入。 等
（改正後）平成１９年度税制改正において、所有権移転外ファイナンス・リース取引を売買取引に準じた処理とした。

また、借り手の中小企業の事務負担にかんがみ、賃借料を償却貹とみなす等の取扱いが認められている。
改正の趣旨として、「税制においても、取引の経済的実態に合った処理とすべきという点では企業会計

の考え方と異なることはありません。・・・・所有権移転外ファイナンス・リース取引は経済的実態が売
買取引と同様であるという認識にも相違は無い」（平成１９年度改正税法のすべて）が挙げられている。
等

従来、会計のIFRSへのコンバージェンスに伴う税制の取扱いについては、基本的には税
と会計は分離させず、両者の取扱いの差異を小さくするように調整されてきた。なお、負
ののれん償却等の項目については、現時点では改正等はなされていない状況。

◆会計との差異が調整された主な項目（税制改正事項）

* 実態として、例外処理である賃貸借処理がほぼすべてを占めていた状態。
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（６）過去コンバージェンスした項目と税制との関係②

棚卸資産の評価基準

○会計：
（改訂前）棚卸資産の評価基準は、当期の損益が、期末時価の変動、又は将来の販売時点に確定する損益に

よって歪められてはならないという考えから、原則として原価法、例外的方法として低価法が位置
付け。 等

（改訂後）企業会計基準第９号（平成１８年７月５日）において、金融商品会計や減損会計との整合性及び
国際的な会計基準との調和の観点から、通常の販売目的で保有する棚卸資産の評価基準は、取得原価
をもって貸借対照表価額とし、期末における正味売却価額が原価よりも下落している場合には、当該正味

売却価額をもって、貸借対照表価額とする（低価法）。なお、中小企業の会計に関する指針では、棚
卸資産の期末における時価が帳簿価額より下落し、かつ、金額的重要性がある場合には、時価を
もって貸借対照表価額とする。 等

○税制：
（改正前）原価法と低価法の選択適用が可能。低価法を採用する場合の期末評価額は、事業年度終了時にお

いて「取得のために通常要する価栺」とされていた。 等
（改正後）平成１９年度税制改正において、企業会計の整備を踏まえて、低価法における期末評価額を「事

業年度終了の時における価栺」*とする等の措置がなされた。なお、中小企業等は上記会計基準が
強制適用されないことから、原価法については存置されている。

改正の趣旨として、「多数の法人の日常的な取引について会計処理と税務処理が異なるとすれ
ば企業の事務負担の増大につながり望ましくないことから、基本的に会計基準と同様の処理とな
るよう改正」（平成１９年度改正税法のすべて）したことが挙げられている。 等

◆会計との差異が調整された主な項目（税制改正事項）～続き～

＊ 当該棚卸資産を売却するものとした場合に通常付される額。これは会計上の正味売却価栺と基本的に同一と解されている。
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工事契約

○会計：

（改訂前）長期請負工事に関する収益の計上については、工事進行基準（工事契約に関して、工事収益総額、工事原価総額及び決算

日における工事進捗度を合理的に見積もり、これに応じて当期の工事収益及び公示原価を認識する方法）又は工事完成基準（工事契約に

関して、工事が完成し、目的物の引渡しを行った時点で、工事収益及び工事原価を認識する方法）のいずれかを選択適用。 等

（改訂後）企業会計基準第１５号（平成１９年１２月２７日）において、従来の選択制により企業間の財務諸表の比
較可能性が損なわれることや会計基準の国際的コンバージェンスの観点から、工事契約に関し、進捗部分
について成果の確実性が認められる場合等には工事進行基準を強制し、それ以外の工事については工事完
成基準を適用する等の改訂が行われた。 等

○税制：

（改正前）法人が長期大規模工事*の請負をしたときは、工事進行基準の方法により計算した金額を益金及び損金の額
に算入することが義務づけられている。また、上記以外の工事について、会計上工事進行基準を選択した
場合は、益金及び損金の額に算入が可能であるが、予め赤字が見込まれる工事については工事進行基準を
選択することができない。 等

（改正後）平成２０年度税制改正において、企業会計の改正を踏まえ、会計処理との整合性に配慮した見直しがなさ
れた。具体的には、長期大規模工事（工事進行基準が強制）の適用範囲が拡大され、赤字が見込まれる長
期大規模以外の工事についても工事進行基準が認められる等、会計・税務処理の一致する範囲が拡大。

改正の趣旨として、改訂会計基準の適用により「工事進行基準の方法により収益等が認識される工事の
請負が増加することが予想される一方、法人の自由な選択といった恣意性が排除されること、工事の請負
のような日常的な取引については、これに係る収益等の認識については会計処理と所得計算上の取扱とは
一致していることが望ましいと考えられる」（平成２０年度改正税法のすべて）が挙げられている。 等

◆会計との差異が調整された主な項目（税制改正事項）～続き～

＊ 長期大規模工事の要件は①工期２年以上、②請負金額５０億円以上、③１年内に請負金額の１／２以上が支払われないことの①～③全て満たすものをいう。平
成２０年度税制改正により、①工期１年以上、②請負金額１０億円以上（③は変わらず）と改正され、適用範囲が拡大。

＊ 成果の確実性が認められるためには、（1）工事収益総額、（２）工事原価総額、（３）決算日における工事進捗度の各要素について、信頼性をもって見積る
ことができなければならない（企業会計基準第１５号９項）

（６）過去コンバージェンスした項目と税制との関係③
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（６）過去コンバージェンスした項目と税制との関係④

棚卸資産（後入先出法の廃止）

○会計：

（改訂前）棚卸資産の評価方法に関する会計処理については、従来は個別法、先入先出法、後入先出法、平均
原価法、売価還元法など一般的に利用されている評価方法が認められる（評価方法の明示なし）。 等

（改訂後）企業会計基準第９号（平成２０年９月２６日）において、棚卸資産の評価方法は、個別法、先入先
出法、平均原価法、売価還元法を明示。国際的コンバージェンスを図る観点から、ＩＦＲＳにおい
て採用することが認められていない後入先出法を廃止。 等

○税制：

（改正前）棚卸資産の評価方法として、原価法（個別法、先入先出法、後入先出法、総平均法、単純平均法、
最終仕入原価法、売価還元法）、低価法の選択適用。 等

（改正後）平成２１年度の税制改正において、企業会計の改正を踏まえて、後入先出法及び単純平均法*を評
価方法から除外し、基本的に会計基準と同様になるよう措置された。また、後入先出法を採用して
いた一部の企業については、評価方法の変更に伴い発生した課税額について７年間の所得分割を認
める措置を講じている。

改正の趣旨として、「後入先出法ついては、実際のモノの流れを反映しておらず、また、物価の
上昇局面において棚卸資産の販売益が小さく計上される方法であることから、課税上これを無条件
に認めているのは問題であるとの指摘もあったところです。このため、今般の企業会計基準と同様
となるように改正が行われています」（平成２１年度改正税法のすべて）が挙げられている。 等

* 単純平均法は従来税制における棚卸し資産の評価方法として認められていたが、会計上認められた方法ではなく、適用実態もほとんどないため除外された。

◆会計との差異が調整された主な項目（税制改正事項）～続き～
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（６）過去コンバージェンスした項目と税制との関係⑤

資産除去債務
○会計：企業会計基準第１８号（平成２０年３月３１日）により、法令等により計上が義務づけられる将来の有形

固定資産の解体、撤去等の貹用について、その企業の負担を財務諸表に反映することが投資情報として有
用であるとの観点から、取得・認識時点で資産・負債に両建て計上し、減価償却により貹用計上を行うこ
ととされた（原則的処理）。 等

○税制：現状の法人税においては、資産除去債務を見積り、減価償却資産の帳簿価栺に加算して償却をすることま
では認められていない（見積もった場合は加算する申告調整が必要）。なお、従来から損金算入が認めら
れていた特定の施設については、従来の引当金処理と同様の特例的な貹用化の方法を設定した場合、税制
上もそれを容認。 等

企業結合（持分プーリング法）

○会計：企業会計基準第２１号（平成２０年１２月２６日）において、国際的コンバージェンス等の観点から、原
則、持分プーリング法*を廃止し、パーチェス法*による処理に一本化。 等

○税制：現行税法では、一定要件の下、「適栺合併」の場合には被合併法人の資産・負債を帳簿価栺で引き継いだ
ものとし、「非適栺合併」の場合には資産や負債を時価で譲渡したものとする旨規定。 等

企業結合（負ののれん）

○会計：企業会計基準第２１号（平成２０年１２月２６日）において、国際的コンバージェンス等の観点から、原
則、負ののれんが生じた事業年度に一拢償却して利益として処理することとされた。 等

○税制：現行税法では、正ののれん（資産調整勘定）及び負ののれん（負差額負債調整勘定）の取扱いは、原則
５年間で均等償却した上で、それぞれ益金又は損金算入する旨規定。 等

◆税制と会計に差異が大きいと考えられる主なコンバージェンス項目

＊ 持分プーリング法：すべての結合当事企業の資産、負債及び資本を、それぞれの適切な帳簿価額で引き継ぐ方法
パーチェス法：被結合企業から受け入れる資産及び負債の取得原価を、対価として交付する現金及び株式等の時価（公正価値）とする方法
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参考① 財務諸表と国際会計基準の項目との対応関係

IAS/IFRS SIC/IFRIC

財務諸表の表示 IAS1

貸借対照表
流動資産と流動負債の表示 IAS1
金融商品：認識および測定 IAS39／IFRS9 IFRIC9、IFRIC10
金融商品：表示 IAS32 IFRIC2
棚卸資産 IAS2 IFRIC1
有形固定資産 IAS16 IFRIC1
リース IAS17 IFRIC4、SIC15、SIC27
売却目的で保有する非流動資産及び廃止事業 IFRS5 IFRIC17
無形資産 IAS38 IFRIC6、SIC31
投資丌動産 IAS40
資産の減損 IAS36 IFRIC10
外貨建取引 IAS21
法人所得税 IAS12 SIC21、SIC25
引当金、偶発負債および偶発資産 IAS37 IFRIC1、IFRIC6
従業員給付 IAS19 IFRIC14

損益計算書
収益 IAS18 IFRIC13、IFRIC15、IFRICSIC31
工事契約 IAS11 IFRIC15
株式報酬 IAS2 IFRIC8、IFRIC11
借入貹用 IAS23 IFRIC2

キャッシュ・フロー計算書 IAS7

注記事項
会計方針の開示および誤謬 IAS1 SIC29
会計方針、会計上の見積りの変更 IAS8 SIC10
事業セグメント IFRS8
関連当事者についての開示 IAS24
金融商品：開示 IFRS7
1株当たりの利益 IAS33
後発事業 IAS10

中間財務報告 IAS34 IFRIC10

IFRSの初度適用 IFRS5 IFRIC12

財務諸表項目
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参考② 国際会計基準の変遷

ＩＡＳ、ＩＦＲＳ、ＳＩＣ、ＩＦＲＩＣの時系列変遷

※２０１０年１月１４日時点

IAS／IFRS SIC／IFRIC
1973
1974
1975 IAS 1、IAS 2
1976 IAS 3、IAS 4、IAS 5
1977 IAS 6、IAS 7
1978 IAS 8、IAS 9、IAS 10
1979 IAS 11、IAS 12、IAS 13
1980
1981 IAS 14、IAS 15 IAS 6（→IAS 15）
1982 IAS 16、IAS 17、IAS 18
1983 IAS 19、IAS 20、IAS 21、IAS 22
1984 IAS 23、IAS 24
1985
1986 IAS 25
1987 IAS 26
1988
1989 IAS 27、IAS 28、IAS 29 IAS 3（→IAS 27、IAS 28）
1990 IAS 30、IAS 31
1991
1992 IAS 7（改訂）

1993
IAS 2（改訂）、IAS 8（改訂）、IAS 9（改訂）、IAS 11（改訂）、
IAS 16（改訂）、IAS 18（改訂）、IAS 19（改訂）、IAS 21（改訂）、
IAS 22（改訂）、IAS 23（改訂）

1994
1995 IAS 32
1996 IAS 12（改訂）
1997 IAS 32、IAS 1（改訂）、IAS 14（改訂）、IAS 17（改訂） SIC 1、SIC 2、SIC 3、 IAS 5（→IAS 1）、IAS 13（→IAS 1）

1998
IAS 34、IAS 35、IAS 36、IAS 37、IAS 38、IAS 39、IAS 16（改訂）、
IAS 19（改訂）、IAS 22（改訂）、IAS 32（改訂）

SIC 5、SIC 6、SIC 7、SIC 8、SIC 9、SIC 10、SIC 11、SIC 12、SIC 13、
SIC 14

1999 IAS 10（改訂） SIC 15、SIC 16 IAS 4（→IAS 16、IAS 22、IAS 38）、IAS 9（→IAS 38）

2000
IAS 40、IAS 12（改訂）、IAS 19（改訂）、IAS 28（改訂）、
IAS 31（改訂）

SIC 17、SIC 18、SIC 19、SIC 20、SIC 21、SIC 22、SIC 23、SIC 24、
SIC 25

2001 IAS 41 SIC 27、SIC 28、SIC 29、SIC 30、SIC 31、SIC 33 IAS 25（→IAS 39、IAS 40）
2002 IAS 19（改訂） SIC 32

2003

IFRS 1、IAS 1（改訂）、IAS 2（改訂）、IAS 8（改訂）、IAS 10（改訂）、
IAS 15（改訂）、IAS 16（改訂）、IAS 17（改訂）、IAS 21（改訂）、
IAS 24（改訂）、IAS 27（改訂）、IAS 28（改訂）、IAS 31（改訂）、
IAS 32（改訂）、IAS 33（改訂）、IAS 39（改訂）、IAS 40（改訂）

IAS 15、SIC 1（→IAS 2）、SIC 2（→IAS 8）、SIC 3（→IAS 28）、
SIC 5（→IAS 32）、SIC 6（→IAS 16）、SIC 8（→IFRS 1）、
SIC 11（→IAS 21）、SIC 14（→IAS 16）、SIC 16（→IAS 32）、
SIC 17（→IAS 32）、SIC 18（→IAS 8）、SIC 19（→IAS 21）、
SIC 20（→IAS 28）、SIC 23（→IAS 16）、SIC 24（→IAS 33）、
SIC 30（→IAS 21）、SIC 33（→IAS 27、IAS 28）

2004
IFRS 2、IFRS 3、IFRS 4、IFRS 5、IFRS 6、IAS 19（改訂）、
IAS 36（改訂）、IAS 38（改訂）、IAS 39（改訂）

IFRIC 1、IFRIC 2、IFRIC 3、IFRIC 4、IFRIC 5、SIC 12（改訂） IAS 22（→IFRS 3）、SIC 9（→IFRS 3）、
SIC 22（→IFRS 3）、SIC 28（→IFRS 3）

2005 IFRS 7、IAS 1（改訂）、IAS 21（改訂）、IAS 39（改訂）、IFRS 1（改訂） IFRIC 6、IFRIC 7、IFRIC 3（改訂） IAS 35（→IFRS 5）、IFRIC 3
2006 IFRS 8 IFRIC 8、IFRIC 9、IFRIC 10、IFRIC 11、IFRIC 12 IAS 14（→IFRS 8）
2007 IAS 1（改訂）、IAS 23（改訂） IFRIC 13、IFRIC 14 IAS 30（→IFRS 7）

2008
IAS 1（改訂）、IAS 27（改訂）、IAS 32（改訂）、IAS 39（改訂）、
IFRS 1（改訂）、IFRS 2（改訂）、IFRS 3（改訂）、IFRS 7（改訂）

IFRIC 15、IFRIC 16、IFRIC 17

2009
IFRS 9、IAS 24（改訂）、IAS 32（改訂）、IAS 39（改訂）、
IFRS 1（改訂）、IFRS 2（改訂）、IFRS 7（改訂）

IFRIC 18、IFRIC 19、IFRIC 14（改訂）

2010 IFRIC 8、IFRIC 11

年号
公表／改訂 廃止


